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研究成果の概要（和文）：本研究では、スウェーデンにおける 1990 年代以降の生涯学習政策

の分析と、地域のニーズに応じ企業や大学との連携による多様な学びを提供する新しいタ

イプの生涯学習施設として各地に設置された「学習センター」の事例調査を行い、地方分

権化の進展によって公的成人教育の振興においても柔軟な運用が可能となり、学習者の就

労支援に重点を置いた個別支援体制が整備された一方で、地域間格差が生じていることを

明らかにした。 

 
研究成果の概要（英文）：In this research, an analysis was made on Swedish lifelong learning 
policy after 1990, together with several cases studies on “Learning Centres”,which was 
established in the municipalities as a new type of lifelong learning facility to provide 
with various learning in collaboration with local business and higher education 
institutions in order to respond to the needs of each local community and the people. 
In Sweden with the progress of decentralization, it has become possible to deregulate 
the mechanism of promotion of publicly supported adult education in municipalities. It 
enabled provision of individual learners with support for their learning to get better 
job. On the other hand, it increased the gap in the promotion of adult education in 
different municipalities. 
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１．研究開始当初の背景 
 スウェーデンの生涯学習は、Andy Green
らにより社会的結束性と競争力の双方を達
成していることが既存の統計数値等の分析
にもとづき明らかにされ、欧州地域全体を生
涯学習社会とすることによって国際的競争

力の強化を図るＥＵのモデルとして注目さ
れている。日本国内では、スウェーデンの民
衆成人教育の歴史と現状（太田美幸）および
リカレント教育の制度と政策（伊藤正純）に
関する研究の蓄積がある。近年では、経済学
者の神野直彦がスウェーデンの生涯学習を
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国の経済発展を支える基盤として評価して
いる。だが、これらの研究はいずれも全国レ
ベルの生涯学習政策とその実践の分析に留
まっており、地域内の生涯学習振興策に着目
したケーススタディは行われていなかった。 
そこで、高等教育や職業教育から地域のな

かの民衆教育まで、生涯学習活動が全般に盛
んで、それらを中核として知的クラスターが形成
され経済の発展につながっている地域に着目し、
地域における多様な学びの機会が地域の社会・
経済のイノベーションとサステイナビリティにどの
ように貢献しているかを明らかにする研究の必
要性を感じ、本研究の着想に至った。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、地方分権化と EU による欧州統
一化(Europeanization)が同時に進む欧州地
域に着目し、すべての地域住民に、人生のあ
らゆる段階で、学校教育、家庭、地域、職場
など生活のなかに広がる多様な学びの機会
を保障する「学習社会(learning society)」
と、それにもとづき経済活動につながる知識
を創造する「学習経済(learning economy)」
を地域社会で実現することによって、多様な
学びが学習者個人および地域の社会・経済に
もたらす様々な効果を質的に明らかにする
ことを主な目的とした。その際、19 世紀以来
の民衆教育の伝統と、20 世紀後半に構築した
社会人のリカレント教育制度を含む公的生
涯学習の支援制度を基盤に、地域産業のイノ
ベーションに成功しているスウェーデンの
都市を事例として取り上げ、地域における生
涯学習体系と生涯学習支援の構造について
もその詳細を明らかにしようとした。 
 
３．研究の方法 
（１）1990 年以降のスウェーデンにおける国
の生涯学習推進策の特色と学習者の状況な
らびに「学習センター」設置に至った背景に
ついて、スウェーデン政府の政策文書や統計、
研究論文等を収集し分析した。 
 
（２）2010 年 3 月、2011 年 2 月および 9月
にネッショー、オーレブロー、バーベリおよ
びセーデルハムンの４つの自治体において
行った学習センターの現地訪問調査ならび
に関係者へのインタビューにもとづき、「学
習センター」の実践の実態を調査した。いず
れも 90 年代からのグローバル化、欧州統合
化により変容している地域のニーズに対応
し、大学や企業等との連携のもとに地域産業
のイノベーションと雇用促進に貢献してい
る事例である。事例の分析にあたっては、ス
ウェーデンの教育科学省が 2004 年に定めた
「学習センター」のガイドラインと質保証の
基準を参考に、以下の学習センターの機能を
観点とした。 
 ①組織と財政：ビジョンと戦略、ロケーシ
ョン、経済状況 
 ②学習者への支援：教育・事務、テクノロ
ジー、その他の支援 
 ③他機関との協力：パートナー、ネットワ
ーク 
 
４．研究成果 
（１）スウェーデンにおける生涯学習の展開 

 スウェーデンの生涯学習政策は、ベルリン
の壁崩壊とソ連邦の解体に伴いヨーロッパ
の国際情勢と経済状況が大きく変化した
1990 年代に見直しが行われ、政策の重点が従
来の成人のリカレント教育振興から、生涯学
習の基礎を育むための幼児教育と初等中等
教育、ならびに完全雇用に向けた職業教育に
置かれるようになった。 
1997年から2002年には、成人を対象とする

特別事業として「クンスカプスリフテット（知
識向上）」事業が導入された。これは、後期
中等教育未修了の成人（主として失業者）の
ために、基礎自治体の成人教育機関である
KOMVUXをはじめとする既存の成人教育機関や
民間の職業訓練機関、フォークハイスクール、
学習サークル等に毎年フルタイム換算で10万
人分の定員を確保（2000年には14万人に拡大）
し、一人あたり年間約32,000クローナ（約48
万円）の国の補助金を実施機関に対し交付す
るというものであった。後期中等教育未修了
の失業者が後期中等教育プログラムを履修し
ようとする場合は、学習者に対する特別助成
金も授与し、成人教育や職業訓練に従来はな
かなか参加しようとしなかった層の参加を促
した。政府はまた、インターネット上に「知
識向上」のサイトを設けて、学習者、教員、
雇用者など成人教育関係者の情報交換の場を
提供したほか、毎年4月に各市町村で、新聞、
テレビ、ラジオ、街頭やショッピングセンタ
ーでのキャンペーンを通じて、市民に生涯学
習の必要性を訴え、地域の多様な学習機会に
関する広報を行う「知識週間」を実施するこ
とを呼びかけた。この事業には5年間で約55
万人が参加した。これは労働力人口の15％に
相当し、スウェーデンの失業率の減少に貢献
したと言われている。 
 2001年になると、スウェーデンの経済は好
況に向かい、公財政も黒字に転換した。この
ため、スウェーデン政府は2000年末に2004年
までに20～64歳人口の就労率を80％にすると
いう目標を定めた。成人教育政策に関しては、
「政府案2000/01:72」により、個人に照準を
合わせて施策を計画するという新しい方向性
が定められた。同政府案は、従来のスウェー
デンの成人教育が社会民主主義のもとで個人
を共通の背景と共通のニーズを有する集団の
一員としかみなさず、成人教育も事前にパッ
ケージ化されたものとなっていたことを批判
している。そこで、今後は国が支援する成人
のための教育・訓練においては、個人の希望、
ニーズと要請に対応していくとの方針が打ち
出された。公的資金を民間の教育・訓練機関
に配分することにより、成人教育機関の競争
を促すことも目標とされた。人的資本の創出
と維持のための学習に投資することは個人の
自己責任とされた。その一方で、アウトリー
チ活動、学習相談、財政支援などは生涯学習
の基盤整備として国の予算で行うこと、民衆
成人教育は幅広い教養を身につける上で生涯
学習においては重要な役割を果たすことから、
商業ベースとなることは避けなければならな
いことなども強調している。 
 こうした方針を支援していく行政機関と
して、2002 年 1 月に、国立遠隔教育研究所と
スウェーデン遠隔教育庁を廃止統合して国
立フレクシブル学習センター（CFL）が設立



 

 

された。同センターは、市町村と成人教育制
度、民衆成人教育と職業生活における柔軟な
学習の開発と活用の促進を目的とした。2008
年 9 月に廃止されるまで e-Learning など遠
隔教育の新たな方法を開発し、あらゆる種類
の成人向け教育に対する支援と助言を行う
とともに、成人教育指導者、学習サークルの
リーダー研修なども実施するほか、後期中等
教育の遠隔学習コースも提供した。 
 だが、2000 年代の知識基盤型経済への移行
に伴い、ニーズが高まったのは、後期中等教
育レベルではなく高等教育レベルの職業教
育であった。スウェーデンの大学や大学院は、
一つの欧州高等教育圏を目指すボローニ
ャ・プロセスへの対応として、教育の質保証
を厳密にすることが求められるようになっ
ていたため、高等教育レベルの職業教育を個
人のニーズに応じてフレックスに提供する
場として地域の学習センターが活用される
ようになっていく。そして、1970 年代から世
界の注目を集めたスウェーデンの大学への
社会人のリカレント教育のための特別入学
制度は、経済的競争力を高めるために若年層
の大学進学率と高等教育の質を向上させる
ことを目的として、2008 年度から廃止された。 
 リカレント教育に替わる職業人の再教育
の場として重視されるようになったのが、
2002 年から制度化された「専門的職業教育
（Kvalificerad yrkesutbildun：略称 KY）」
コースと、2009 年度から制度化された「高等
職業カレッジ（Yrkeshögskolan：略称 YH）」
および YH 教育コースである。いずれも大学
や地域の学習センター、学習協会等の成人教
育施設において、企業との連携により見習い
訓練を受けながら高等教育レベルの専門的
職業教育を受けることができる制度である。 
 KY は「知識向上」事業と並行して 1996～
2001 年に実施されたパイロット事業の成果
を踏まえて、2002 年 1 月から新しいタイプの
中等後職業教育として制度化されることと
なった。2002 年 10 月には専門的職業教育の
企画調整と事業評価のためにスウェーデン
上級職業教育庁も設置された。KY は、製造業、
保健・介護、情報通信技術など、技能労働者
が不足している分野の人材養成を目的とし、
企業と教育機関（大学、高等学校、市町村成
人教育機関、民間教育機関等）の緊密な連携
のもとに先進的理論の知識の学習とその応
用力を習得させることを目的とする。KYへの
入学要件は、高等教育機関と同様に、3 年制
後期中等教育修了もしくはそれと同等の資
格を有することとされる。教育期間は 1～3
年まで様々である。40 週以上のコース修了者
には KY 資格が授与される。教育期間のうち 3
分の 1は職場での研修にあてられる。伝統的
な見習い訓練とは対照的に、この「仕事にお
ける学び（lärande i arbete；略称 LIA）」と
呼ばれる職場での研修期間は、教育機関で学
習した先進的理論を職場で応用する実践的
学習と、人間関係能力や問題解決能力の訓練
の機会として位置づけられている。LIA 期間
中の経費は労働市場（企業、雇用者団体等）
が負担することとなっている。 

KY のコースとしての認可を求める際には、
カリキュラムの特色、構造、教育スタッフに
求められるスキル、職場での研修において焦

点をあてるべき内容と組織の仕方、入学資格
要件、入学時に必要とされる知識などを明確
にするほか、コースのデザインに雇用主を積
極的に参加させることが重要となる。スウェ
ーデンには、これまでデュアル・システムに
よる職業訓練は行われていなかった上、高度
な技能の習得を目指していることから、KY は
画期的な職業教育の制度とみなされている。
現在では、修了者の約 90％がコース修了 1ヶ
月以内に就職するなど、雇用対策としても効
果が認められている。2009 年に高等職業カレ
ッジ（YH）が制度化されたことにより、2013
年までにすべての KYコースが YHに転換され
る。これにより、YH プログラムが拡充される
ことが期待されている。 
 
（２）基礎自治体の「学習センター」 
 スウェーデンの「学習センター」は、ソ連
邦の崩壊とグローバル化の進展によりスウ
ェーデンの産業構造が大きく変化した 1990
年代初頭から 2000 年代半ばに、成人のため
の多様な学習機会を統合する場としてコミ
ューンに設けられた新しいタイプの生涯学
習施設である。90 年代後半からは、前述の「知
識向上」事業とも連動し、個人の多様な学習
ニーズに対応する新しいタイプの生涯学習
センターとして開設が進められた。名称は、
「学習センター」（lärcentra）のほか、「知
識向上リソース」、「スタディーセンター」、
「教育センター」、「カレッジセンター」 、「成
人教育機関」、「シティーアカデミー」、「キャ
ンパス」、「フレクシブル学習センター」など
様々である。 「学習センター」の開設に伴
い、従来型の公的成人教育を実施していた
KOMVUX（コミューン立成人教育学校、後期中
等教育レベル）および GRUNDVUX（基礎成人教
育学校）を廃止して同様のプログラムを学習
センターで実施したり、民間委託とするコミ
ューンが増えている。  
 2003 年には全国のコミューンの 86％に計
248 の学習センターが設置されていた。その
多くは、1997 年～2001 年までの 5年間、失
業の危機に瀕している後期中等教育未修了
の成人を対象として実施された「知識向上
（クンスカップリフティッド）」事業実施期
間とその前後に設置されたものである。 
 その後、成人教育を大学や民間教育機関等
にすべて任せて公的成人教育を提供しなく
なったコミューンが現れたことなどにより、
廃止となった学習センターもある。この結果、
2010 年 11 月現在の全国の学習センター数は
約 130 に減少している。 
 本研究では、ネッショー、セーデルハムン、
オーレブローおよびバーベリの４地点にお
いて学習センターの事例調査を行った。以下、
設立年の古い順に事例調査の結果を述べる。 
 
①ネッショー学習センター 
 スウェーデン南部に位置するヨンショー
ピン県ネッショー・コミューンは、人口 3万
人の自治体である。ネッショーは鉄道・物流
のハブであるほか、木工業・家具製品の製作
が盛んである。150 キロ圏内にスウェーデン
の木工・家具企業の 75％がある。ネッショー
学習センターは、公立成人教育・共生・労働
総合センターとして 1995 年に設立された。 



 

 

＜組織・財政＞ 「教育、ガイダンスと共生」
が、ネッショー学習センターの目標である。
設置場所は町の中心部からは離れた郊外に
あり、大規模な木工業のワークショップを備
えたネッショー木材センターが同じ建物内
に併設されており、近隣の高校とともに学習
センターも実習に利用することができる。 
 学習センターの財政は、コミューンの予算
のほか、企業からの寄付により賄われている。 
＜学習者支援＞ 学習障害者のための成人
教育、移民のためのスウェーデン語教育、成
人基礎教育（義務教育レベル）・成人後期中
等教育（電気技師養成、木工、テクノロジー、
建築分野の職業教育コース）、テクニック･カ
レッジ（隣接する他の職業教育機関とネット
ワークを構築しながら見習い訓練はせずに
質の高い職業教育を行うコース）、物流、販
売・マーケティング、家具製作、家具・イン
テリアデザインコーディネーター、精神医療、
生産マネージャー等の分野における高等職
業教育コース(YH)、大学コース・遠隔教育、
早朝に職業人を対象に行う公開講座、キャリ
ア・ガイダンスのほか、企業の要請による有
料講座を実施している。年３学期制をとり、
のべ約 1500 人が利用している。専任教員は 2
人、職員 16人、非常勤職員 20－30人である。 
＜他機関との協力＞ ネッショー学習セン
ターは、地域の企業、商工団体との緊密な連
携のもとにプログラムを実施していること
から、修了生の就職先の確保が容易となり、
就職率は 80-90％に上る。企業等と連携する
ことにより、新しいコース開発も容易になっ
ている。 高等職業教育コースの幹部として
企業の代表を招聘することもある。 
 また、ヨンショーピン大学工学部、ヨンシ
ョーピン大学国際商業学部ならびにブレキ
ンゲ職業カレッジ（YH）と連携し、各機関か
らのウェッブカメラを用いた講義を受信し
ている。また公開講座はリンネ大学と連携し
て行われている。学習センターからも工科大
学の３つの教育プログラムに協力している。 
また、高等職業教育コースの運営に大学から
の協力を求めることもある。  
 
②セーデルハムン・フレクシブル学習センタ
ー 
 スウェーデン中央部の東海岸に位置する
イェーブレボーリ県セーデルハムンコミュ
ーンは人口 26000 人。ソ連邦解体・消滅によ
る影響から 1990 年代前半にパルプ工場、空
軍基地、病院などが相次いで閉鎖した。2000
年にエリクソンの工場も閉鎖し、多数の市民
が失業した。他地域への移転者も続出し、人
口は 7000 人近く減少した。現在は観光業、
代替エネルギー産業、介護・看護等が主な産
業となっている。また、イェーブレボーリ県
の住民の学歴（特に男性）は全国平均よりも
低い（3年制高等教育修了者全国平均 23％に
対して 17％）ことから、住民の知識向上を目
指して 1999 年にセーデルハムン・フレクシ
ブル学習センターが創設された。 
＜組織・財政＞ セーデルハムン・フレクシ
ブル学習センターは、「成長」と「民主主義」
のための生涯学習を理念とし、個人、企業、
団体にフレクシブルな学びと出会いの場を
提供することを目標としている。 

 町の中心部付近に独立した建物を新築し
た。ガラス張りの 2 階建ての建物の中には、
教室や博士課程の学生のための研究室のほ
かに、地域の人たちもイベントに利用できる
広いホールや食堂、会議室、図書室がある。
いくつかの教室にはビデオ・カンファレンス
装置が備わっている。 
 センターの予算総額 5000 万クローナのう
ち、350 万クローナが国からの交付金、1150
万クローナがコミューンの予算、3500 万クロ
ーナが EU の欧州社会基金等からの助成金や
企業等からの講座委託費等の外部資金によ
って賄われている。 
＜学習者支援＞ セーデルハムン・フレクシ
ブル学習センターでは、基礎成人教育、食
品・栄養、介護、風力発電等の分野における
高等職業教育（YH）、健康教育、移民のため
のスウェーデン語、知的障害者のための成人
教育、高等教育、見習い訓練ならびに職業ガ
イダンスを提供している。また、読み書きが
困難なディスレクシア学習者への個別支援、
学習者への IT 支援、図書館の整備、企業等
からの委託研修の実施により学習者の多様
なニーズに対応しているほか、学習者だけで
なく広く市内の企業や市民に会議室、食堂等
の施設を利用可能にしている。 
 コース在籍者は年間計約 1000 人、企業か
らの委託教育参加者は約 4500 人、図書館等
の施設利用を含む 1 日の平均利用者数は約
800 人である。教職員は 55－69 人で、うち教
員は 20 人 である。  
＜他機関との連携＞ 各種コースやプログ
ラムの実施の際に、コミューン、他の成人教
育機関ならびに企業と連携が行われている。 
 コミューンとは、コミューン職員のための
プロジェクト英語の学習、児童生徒の起業家
スキルを伸ばすための教員研修において連
携している。  
 学習者を応募する際には、他のコミューン
の民間成人教育機関、フォークハイスクール
ならびにスタディサークルに協力を求める
ことにより、一定数の学習者を確保している。  
 企業との連携は、教育・研修のほかにも研
究開発面で連携を行っている。 
 センターと特定の大学とのつながりはな
いが、学習者が遠隔地教育により高等教育を
受けることを希望する場合には積極的に調
整している。 
＜研究・開発＞  セーデルハムン・フレク
シブル学習センターの特色として、教職員が
コミューン、地方、国、ＥＵ、ＵＮＥＳＣＯ
等国際レベルの研究開発事業を実施してい
ることがあげられる。大学院のある高等教育
機関と連携して Ph.D.学生の受入れも行って
おり、子育て中の女性などセーデルハムンを
離れずに学位取得のための研究を行うこと
を希望する人にセンター内の研究室を提供
し研究の支援をしているほか、教職員が取り
組んでいる研究開発事業にも参加してもら
っている。また、スウェーデン国際開発庁
(SIDA)等と連携し、南アフリカにおいて地域
の学習センターを普及させるための国際協
力・交流活動も実施している。 
  
③オーレブロー・シティーアカデミン 
 首都ストックホルムの西約 200キロの位置



 

 

にあるオーレブロー県オーレブロー・コミュ
ーンは、人口 13 万 5000 人のスウェーデン第
7の都市である。人口の 16％は 150 カ国から
の移民が占める。失業者、障害者も多い。交
通の要所にある古都で、物流、ハイテク産業、
自動車・航空機の部品製造、レストラン・外
食産業等が基幹産業となっている。オーレブ
ロー・シティーアカデミンは、2000 年に設立
されたオープン教育センターを前身とし、
2003 年に学習センターとして改組された。 
＜組織・財政＞ オーレブロー・シティーア
カデミンは「学びと発展の場、市民、教師と
雇用主の出会いの場、職業生活と学びの間の
仲介」を理念とする。市中心部にある市立中
央図書館の２階に置かれ、学習室、コンピュ
ータ室、ビデオ・カンファレンス装置付の会
議室等がある。オーレブロー・シティーアカ
デミンは月曜日から金曜日の午前 8時から午
後 4時まで開設されているが、学習室で教員
による指導を受けることができるのは、午前
10 時から午後 4時までである。ただし自習の
場合は午前 7時から午後 10 時まで利用可能
となっている。 
 シティーアカデミンの財政は、コミューン
の予算と EU の欧州社会基金等からの助成金
により賄われている。 
＜学習者支援＞  移民系の利用者が多いシ
ティーアカデミンでは、学習者に自信をつけ
る個人学習の指導と助言や学習、キャリアに
ついてのガイダンスならびにコンピテンス
の認定(validation)に重点を置いており、市
内の別施設で行われている移民のためのス
ウェーデン語講座、他の成人教育機関、大学
等における教育に参加するまでの橋渡し役
を担っている。また、商業・物流等の分野の
高等職業教育や大学レベルのコースを提供
している。 
 シティーアカデミンの年間のべ利用者数
（受付人数）は、６～７万人に上る。 専任
の教職員は 14 人おり、うち 4人が教員、8人
がガイダンス・カウンセラーである。自習者
への個別指導を行う非常勤教員も 5 人おり、
シティーアカデミンの修了者も積極的に雇
用している。  
＜他機関とのネットワーク＞  市職員の能
力認定はコミューンとの連携のもとに実施
している。また、雇用主・雇用相談所との連
携のもとに、市民の就労支援を行っている。 
また、フォークハイスクールやスタディー･
サークルなどの民衆成人教育機関が提供し
ている学習機会の橋渡しを行っている。同じ
市内にあるオーレブロー大学との連携はあ
まり盛んではなく、設立当初の 1 年間のみ、
学習者のガイダンスのあり方について指導
を受けていた。特別支援教育機関とは、ディ
スレクシアの学習支援に関して連携をして
いるほか、病院・心理士との連携も行ってい
る。 コンピテンス認定(validation）の手法
開発に関しては、ノルウェーをはじめとする
北欧諸国や EU とも共同研究を行っている。  
 
④キャンパス・バーベリ 
 スウェーデン南部の西海岸に面するハラ
ンド県のバーベリ市は、人口約 5万 5000 人。
スウェーデンの電力の 20％を供給するバッ
テンフォール社のリングハル原子力発電所

がある。夏は海水浴、冬は冷水浴を楽しむこ
とのできる北海のリゾート地でもあり、原子
力発電のほかに、バイオエネルギー、風力発
電、材木、製紙、物流、IT産業、観光業等を
基幹産業とする。家賃が高いため、住民のな
かに移民は少ない。バーベリは 2010 年にス
ウェーデンのベスト・コミューンとして表彰
されたが、その理由の一つが、2003 年に同市
の学習センターとして開設されたキャンパ
ス・バーベリの存在であった。 
＜組織・財政＞ キャンパス・バーベリは「新
しいアイディア、新しいコンピテンスの出会
いの場。新しい未来へ向けた知識開発のハ
ブ。」を理念とする。バーベリ駅から徒歩 3
分の北海に面した保養地に 2008 年に校舎を
新築した。 財政の 50％は市の成人教育予算、
50％は他の関係機関からの委託費や寄付金
による。高等教育レベルの授業は国の補助金
により無料で行われている。 
 バーベリ市では、キャンパス・バーベリを
市議会の直轄とし、他施設で行われている成
人教育も含めて市内の成人教育を統括する
センターという位置づけにしている。このた
め所長には大きな権限を与えている。現所長
であるウルリック・ビヨルク氏の前職は経済
学を専攻するボロース大学の教員で教育学
科長を務めていたこともある。大学教員の職
を辞して学習センターの長となったことに
驚く人もいるが、ビヨルク氏はキャンパス・
バーベリでは革新的な取組みができるため、
この仕事にやりがいを感じているとのこと
であった。 
＜学習者支援＞ キャンパス・バーベリでは、
学習者のニーズに即応するために、常にプロ
グラムの見直しを行っている。2010-11 年度
は、次のようなコースとプログラムが実施さ
れていた。 
 高等教育（学士課程）コースでは、 販売
マネジメント、エネルギー技術、イベントマ
ネジメント、環境技術、教員養成（就学前教
員・初等余暇教員）、健康促進マネジメント
および看護 の専門課程がある。高等職業教
育コースでは、販売マネージャー、ネットシ
ステム開発者、建築業プロジェクトマネージ
ャー、製品開発・デザイン・マーケティング
の各部門の資格取得ができるプログラムを
提供している。 また、健康・フィットネス
マネジメント分野の高等教育（修士課程）コ
ースもあった。 
 これらのほかに、連携大学が主として週 1
回夜間に実施する独立コース、バーベリの夏
を楽しみながら興味・関心に応じた補足的学
習を行うことのできる夏期コース、 一般市
民にも公開される早朝のブレックファス
ト・アカデミー や公開講座 が実施されてい
る。また、大学ともネットワークがあるキャ
ンパス・バーベリの図書館は、誰もが学習に
利用できる場となっている。 
 就労に直結した資格取得課程が充実して
いるキャンパス・バーベリには、スウェーデ
ン全土から学生が集まり、毎年約 4000 人が
利用している。教職員は約 30 人。大学との
連携コースでは、大学教員が派遣される。 
＜他機関との連携＞  キャンパス・バーベ
リは市内の他の成人教育機関と連携してい
るほか、ボロース大学、ハルムスタッド大学、



 

 

ショーヴデ大学、ヨーテボリ大学、マルメ大
学、シャルマー大学およびヨンショーピン大
学と連携して、高等教育レベルのコースを提
供している。また、ＥＵや企業等と連携した
研究開発事業を行っている。  
＜研究開発＞  キャンパス・バーベリでは、
2008 年 12 月、地域起こしのための雇用開発
に取り組む研究所として同じ建物内に「アレ
クサンダーソン・インスティテュート」を設
置した。以来６～７人の専任職員を常駐させ、
ボロース大学と連携したイベントマネージ
ャーの養成、観光客をターゲットとしたス
パ・ビジネスの研究開発ならびに起業を目指
す学生への支援等を行っている。 
 
（３）考察 
 以上の研究結果の分析から、スウェーデン
では 1990 年代初頭からの国際情勢の変化と
グローバル化に伴う産業構造の変化に対応
するため、各コミューンが地域産業の振興と
雇用創出のための職業訓練を重視した生涯
学習を推進することを目的として、従来型の
公的成人教育機関や民衆成人教育機関とは
異なる地域の学習センターを設け、成人が居
住地や勤務先の近隣で、それぞれのニーズに
応じて、大学および企業との連携のもとに職
業資格の取得に直結した学びを、一斉授業だ
けでなく、実習、自己学習やビデオ会議シス
テムによる大学の講義への参加など、多様な
学習形態を柔軟に組み合わせて進めること
を可能としようとしていることが明らかに
なった。 
 いずれの学習センターにおいても、ビデオ
会議システムが整備されており、離れた所に
ある大学の講義に参加するなど、大学と連携
した専門的職業教育が行われているほか、移
民、学習障害者や知的障害者のための教育コ
ースを設け、社会から疎外されて不利益を被
りやすい層に特別な配慮がなされている。ま
た、自らの人生のなかで蓄積された学習の到
達点を評価(validation)し、どのレベルの学
習に取り組むべきか判断ができない学習者
に対するガイダンスが行われている。ただし、
コミューンの規模や社会・経済的状況、他の
成人教育機関の普及状況に応じて、学習セン
ターの活動の重点は異なっている。たとえば、
セーデルハムンとバーベリの学習センター
では、地域の産業のイノベーションを目標と
し、研究開発に取り組むことで、その成果を
教育活動にも還元している。また、地域のな
かに他の学習機会が充実しているオーレブ
ローでは、学習センターの活動の重点はガイ
ダンスと自己学習の支援に置かれている。 
 地方分権が進んでいるスウェーデンでは、
国から地方への交付金は使途を特定しない
ブロック予算となっているため、各コミュー
ンの成人教育予算はまちまちである。学習セ
ンターの組織や教育の質に関して、国が定め
たガイドラインはあるものの、実際の運用は
各自治体に任されている。こうしたなかで、
学習センター同士でそれぞれの実践や国の
生涯学習政策等に関する情報交換を行うた
めのネットワークが形成されている。 
 これらの実践は、ＥＵ諸国からも知識社会
における地域の生涯学習振興の成功事例と
して注目されており、各国で応用可能なノウ

ハウが蓄積されている。事例調査によりその
実態を分析した本研究の成果は、日本国内の
地域における生涯学習の振興策、とりわけ公
民館や生涯学習センターのあり方を再考し、
活動のガイドラインを作成する際にインパ
クトを与える可能性がある。 
 今後は、スウェーデンが教育協力を行って
いる途上国における学習センター普及の実
態を含め、国境を越えた影響関係についても
さらに研究を進めていきたい。 
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